
 

 

様 式 Ｆ－１３－１〔作成上の注意〕（電子申請システム非対応用） 

 

＜対応事業＞ 

国際共同研究加速基金（帰国発展研究） 

 

研究代表者が、所属する研究機関の規程等に基づき産前産後の休暇又は育児休業を取得することによ

り１年を超えて補助事業を中断する場合に、１年を超えて補助事業を中断することが判明した時点で作

成し、所属する研究機関を通じて日本学術振興会に１部提出すること。 

 

●作成・提出に当たっては、以下について留意すること。 

 Ａ４判（縦長）で作成すること。 
 本様式の作成時に誤記入があった場合には、改めて作成すること（訂正印及び修正液等の使用は

認めない。）。 
 提出時に添付すべき書類は「様式提出時 添付書類一覧」を参照すること。 

 
１. 「機関番号・所属研究機関名称・研究代表者」欄には、研究代表者が所属する研究機関の機関番号

（５桁）、研究代表者の所属する研究機関名、部局名、職名および氏名を省略せずに記入すること

（部局のない研究機関の場合は、部局名は不要。）。 

 

２. 「課題番号」欄には、交付決定通知書に記載の課題番号（８桁）を記入すること。 

 

３. 「研究課題名」欄には、「交付申請書（様式Ｄ－２－３）」に記載の研究課題名を記入すること。 

 

４. 「交付決定額」欄には、交付決定通知書に記載の交付決定額を記入すること（本様式提出以前に変

更した場合はその額。）。 

 

５. 「補助事業期間」欄には、「交付申請書（様式Ｄ－２－３）」に記載の補助事業期間を記入するこ

と（本様式提出以前に延長が認められている場合はその補助事業期間。）。 

 

６. 「産前産後の休暇又は育児休業の開始（予定）年月日及び終了予定年月日」欄には、研究代表者の

所属する研究機関に確認の上、研究代表者の所属研究機関において承認された産前産後の休暇又は

育児休業の開始（予定）年月日及び終了予定年月日を記入すること。 

 

７. 「研究再開予定年月日」欄には、産前産後の休暇又は育児休業終了後、研究を再開する予定年月日

を記入すること（なお、産前産後の休暇又は育児休業の終了後、１年を超えて補助事業を継続して

実施できなくなる場合には補助事業を廃止しなければならないので注意すること。）。 

 

＜本様式提出後の手続きについて＞ 

 

１. 本様式提出後、産前産後の休暇又は育児休業の取得期間の延長や短縮など、記載内容に変更が生じ

た場合には、改めて本様式を作成・提出すること。 
 
２. 産前産後の休暇又は育児休業を取得することにより、補助事業期間の延長を希望する場合には当初

の補助事業期間内に「産前産後の休暇又は育児休業の取得に伴う補助事業期間延長承認申請書（様

式Ｆ－１３－２）」を作成・提出し、日本学術振興会の承認を得ること。 
 
３. 産前産後の休暇又は育児休業の取得中に助成金に未使用額が生じる場合には、補助事業を中断して

いる間、所属研究機関に未使用額を適切に管理させること。研究を再開する年度の「支払請求書（様

式Ｆ－２－１）」の提出時期が来た場合には、産前産後の休暇又は育児休業を取得中であっても、「支

払請求書（様式Ｆ－２－１）」を作成・提出すること。なお、「支払請求書（様式Ｆ－２－１）」の

提出時期までに作成することが困難な場合には所属研究機関を通して日本学術振興会に連絡する

こと。 


